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 入札書（施工体制の確認に係る部分に限
る。）のヒアリングを実施するとともに、ヒア
リングに際して追加資料の提出を求めること
がある。
 技術提案の採否 技術提案の採否について
は、競争参加資格の確認の通知に併せて通知
する。
 競争参加資格の確認の通知において、ＶＥ
提案による入札を認められた者は当該提案に
基づく入札を行い、標準案を提出した者は、
標準案に基づく入札を行うことを条件とし、
これに違反した入札は無効とする。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
５に同じ。
 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２に掲げる一般競争参加資格
の認定を受けていない者も上記５により一
次審査申請書及び一次審査資料並びに二次審
査申請書及び二次審査資料を提出することが
できるが、競争に参加するためには、開札の
時において、当該一般競争参加資格の認定を
受け、かつ、競争参加資格の確認を受けてい
なければならない。
当該一般競争参加資格の認定に係る申請

は、「競争参加者の資格に関する公示」（平成28
年10月３日付け国土交通省大臣官房地方課
長、国土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長
公示）別記に掲げる当該者（当該者が経常建
設共同企業体である場合においては、その代
表者。）の本店所在地（日本国内に本店がない
場合においては、日本国内の主たる営業所の
所在地。以下同じ。）の区分に応じ、同別記に
定める提出場所において、随時受け付ける。
また、当該者が一次審査申請書及び一次審査
資料を提出したときに限り、関東地方整備局
総務部契約課（〒3309724 埼玉県さいたま
市中央区新都心２１さいたま新都心合同庁
舎２号館17階 電話0486013151㈹）にお
いても当該一般競争参加資格の認定に係る申
請を受け付ける。
 本案件は、提出資料、入札を電子入札シス
テムで行うものであり、対応についての詳細
は入札説明書による。
 詳細は入札説明書による。

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 12 : 00 P.M.

(noon) 5 December 2018 (tenders brought

with or submitted by mail : 12 : 00 P.M.

(noon) 5 December 2018).

 Contact point for tender documentation :

Contract Division, Kanto Regional Devel‑

opment Bureau, Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism Sai‑

tama shintoshin National Government Buil‑

ding Tower‑2 21, Shintoshin, Chuou
Ward, Saitama City, Saitama Prefecture

3309724 Japan TEL 0486013151 (ex
2525)

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 30 年８月２日
独立行政法人都市再生機構西日本支社

支社長 新居田滝人
◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 27
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 30千里高野台団地先工区建築そ
の他工事（電子入札対象案件）

 工事場所 大阪府吹田市高野台一丁目１番
 工事内容
（基盤整備工事）
建物除却 11階建１棟110戸、ポンプ室、
整地

（建設工事）
住棟 鉄筋コンクリート造、11階建１棟
145戸
付属棟 ゴミ置場・倉庫・ポンプ室・自走
式駐車場、駐輪場建築工事、屋内外電気、
衛生設備工事、ＥＶ工事（２基）、工区
土木工事、造園工事 一式

（エレベーターの保守管理業務）
千里高野台団地に設置するエレベーター２
基の供用開始後20年間の保守管理業務

 工期 平成30年12月初旬（契約締結日の翌
日）から平成33年10月29日（金）まで（予定）
 工事の実施形態
 本件は、競争参加資格確認申請書及び競
争参加資格確認資料を受け付け、価格と価
格以外の要素を総合的に評価して落札者を
決定する総合評価方式の工事である。
 本工事は、一定の条件に該当する低入札
価格調査対象工事業者の入札への参加を制
限する等の試行工事である。
 本件の落札者は、工事の契約に先立ち、
当機構と「エレベーター保守管理業務に関
する覚書」を交換する。また、当該工事の
完了時までに「エレベーター保守管理業務
に関する覚書」に基づき、「協定書」を締
結する。
 本工事は、低入札価格調査対象となった
者と契約を行う場合、監理技術者等と同等
の基準を満たす専任の技術者の追加配置を
求める試行工事である。

 本工事においては、資料の提出、入札等を
電子入札システムにより行う（ファイル容量
及び種類によっては電子入札システムで資料
を提出できないことがある。この場合、入札
説明書に示す提出方法及び提出期限を厳守の
上、資料を提出すること。）。なお、電子入札
により難いものは、発注者の承諾を得て紙入

札方式に代えることができる（様式は機構
ホームページ→入札・契約情報→電子入札→
電子入札運用基準からダウンロードできるの
で、申請書提出期限までに下記４へ様式
１及び様式２を提出すること。）。

２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則
（平成16年独立行政法人都市再生機構達第95
号）第331条（契約を締結する能力を有しな
い者又は破産者で復権を得ていない者）及び
第332条（当機構から取引停止措置を受け、
その後２年間を経過しない者）の規定に該当
する者でないこと。
 当機構関西地区における平成29・30年度の
一般競争参加資格については、以下のとおり
とする。
 単体及び共同企業体の代表者は建築工事
の認定を受けていること。
 共同企業体の代表者以外の構成員は建築
工事又は土木工事の認定をうけているこ
と。
 会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づき更生手続開始の申立てがなされてい
る者又は民事再生法（平成11年法律第225
号）に基づき再生手続開始の申立てがなさ
れている者については、手続開始の決定後、
西日本支社長が別に定める手続に基づく一
般競争参加資格の再認定を受けているこ
と。

 当機構関西地区における建築工事に係る一
般競争参加資格の認定の際に客観的事項（共
通事項）について算定した点数（客観点数）
が、1200点（共同企業体の構成員のうち代
表者以外の構成員にあっては、建築工事又は
土木工事に係る一般競争参加資格の認定の際
の客観点数が1150点）以上であること。（上
記の再認定を受けた者にあっては、当該
再認定の際に客観点数が1200点（共同企業
体の構成員のうち代表者以外の構成員にあっ
ては、1150点）以上であること。）。

 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。

７ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Yasuhiro Ishihara Di‑

rector‑General of Kanto Regional Develop‑

ment Bureau, Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion work of the Yokohama‑Shounan‑Road

Sakae IC・JCT No. 1.
 The first examination Time‑limit for the

submission of application forms and rel‑

evant documents for the qualification by

electronic bidding system : 5 : 00 P.M. 23

August 2018.

 The second examination Time‑limit for

the submission of application forms and rel‑

evant documents for the qualification by

electronic bidding system : 5 : 00 P.M. 2 Oc‑

tober 2018.
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